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Ⅰ 調査課題名 

水産環境整備推進技術開発 

 

Ⅱ 実施期間及び担当者名 

 一般財団法人 漁港漁場漁村総合研究所 

 第２調査研究部 伊藤 靖 

三浦 浩 

松本卓也 

田中浩生 

 

Ⅲ 実施年度 

 平成 22～24 年度 

Ⅳ 緒言 

平成 22 年 12 月 9 日に「水産環境整備の推進に向けて」が策定され、その方向性に沿

った事業展開が喫緊の課題となっている。本とりまとめの基本方針として、「環境基盤

の重視」、「点から空間へ」、「資源や環境の変動への対応」の３本柱が示され、その事業

推進に向けて対象範囲ごとに事業を推進していくこととしている。水産環境整備は従来

型の事業と比較すると目指すべき目標、対象種、評価方法等は下表のように大きく異な

る。 

 

 従来型事業 水産環境整備 
目標 対象魚種の漁獲増加量 生態系全体の生産力の底上げ 
対象範囲 点（事業の実施箇所） 空間（湾、灘など生活史全体） 
対象種 特定種（水産有用種のみ） 複数種（生態系を構成する生物全体） 
整備内容 魚礁、増殖場等の整備 生息環境空間の包括的な改善・修復・創出 
評価方法 対象種の漁獲量 等 従来型の評価に加えて、生態系ピラミッドの他

の階層に着目した評価 
実施体制 直接の担当者を中心とする

限られた組織体制 
ＰＤＣＡサイクルの実効性の確保 
関係者等による意見交換の場の設置 

（出典：平成 22 年度第 4回海洋・沿岸域における水産環境整備の技術検討会資料） 

 

本業務では水産環境整備の円滑な推進を支援するために、環境を重視した評価手法の

開発や広域連携の事業化スキームの研究開発、さらに生息環境空間を実験生態系フィー

ルドと捉えた新たな技術開発や実証実験の場として、漁港の水産増殖機能の技術開発を

行うものである。 

なお、本事業は平成 22 年度からの継続調査であり、平成 24 年度は最終年度にあた

ることから、これまでの検討内容を踏まえ、最終結果をとりまとめる。 

 

Ⅴ 調査方法 

以下の 4 課題について検討を行った。 

１. 漁港の水産増殖機能の技術開発 

２. 環境を重視した評価手法の開発 

３. ＰＤＣＡサイクル推進マニュアル 

４．広域連携の事業化スキームの研究開発  
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Ｖ.1 漁港の水産増殖機能の技術開発 

漁港は係船や水揚げといった本来機能に加えて、水産生物の生息場でもあり、漁場

としての利用や、静穏域であることを利用した種苗放流、中間育成等の幼稚魚の保護

育成効果や出荷調整のための蓄養等の副次機能を有している。 

 漁港を水産生物の生息場ネットワークの一部、漁港施設を岩礁生態系の一部（人工

魚礁群）として環境基盤の観点から、漁港の水産資源増殖機能に着目し、モデル漁港

における生物生産量等を把握、分析することにより、現況における漁港の環境収容力

の数量化手法を開発する。さらに、漁港施設における改良策の提案と、それらによっ

て嵩上げされる生物生産量や費用対効果について算定方法を開発する。 

 

(1) 対象漁港と実施状況 

生物生産は海域特性を反映するため、調査は海区毎に漁港を抽出し、図 V.1.1

に示す 6 海区・13 漁港で実施した。 

 
図 V.1.1 調査対象漁港(6 海区･13 漁港) 

 

表 V.1.1 調査の実施状況 

 

海区 漁港名
夏季 秋季 冬季 春季 夏季 春季 夏季

太平洋中区 錦漁港 5月 ９月
海野浦漁港

太平洋南区 田野浦漁港 ５月 ９月
伊田漁港

瀬戸内海区 玖波漁港 ９月 １１月 １月 ４月
沖浦漁港
明石漁港

東シナ海区 獅子漁港 ５月 ９月
矢玉漁港

日本海西区 浜田漁港 ９月 １月 ５月
唐鐘漁港

日本海北区 一本木漁港 5、6月 ９月
鰺ヶ沢漁港

H22 H23 H24
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 (2) 調査項目と方法 

   調査項目と方法を表 V.1.2 に示す。 

 

表 V.1.2 調査項目 

 
 

(3)漁港の立地条件と形状 

漁港の立地条件と形状を表 V.1.3 に示した。図 V.1.2 には対象漁港の航空写真を示し

た。漁港縦横比は、港口から港奥方向の直線で最大の値と、その直線に直行する港奥水

域の最大幅の値を用いた。各漁港の概要は以下のとおりである。 

 

・一本木漁港 

津軽海峡に面している。港外防波堤を中心にコンブが分布していた。 

・鰺ヶ沢漁港 

泊地面積が 2 番目に大きく、陸揚量が多い。港内に排水口があり、水質・底質環境に

影響を及ぼしている。大型海藻は少なかった。 

・浜田漁港 

泊地面積・陸揚量ともに最大である。港内に小河川が流れこみ、内湾的環境から外洋

的環境まで、様々な環境がみられた。構造物には、クロメ、ホンダワラが分布していた。 

・唐鐘漁港 

砂浜域の河口部に立地する。港内はアマモが繁茂していた。水深が約４ｍと調査漁港

の中では最も浅かった。 

・錦漁港 

リアス式海岸の枝湾内に立地し、泊地面積が大きく、陸揚量は 2 番目に多い。港内に

河川が流入している。港内はホンダワラ類が分布していた。 

かつて給仕養殖の実施箇所であり、そのためか、港内の底質が悪化していた。 

・海野浦漁港 

リアス式海岸の枝湾内に立地し、泊地面積が最少である。漁港施設にはイセエビが分

布していた。 

・玖波漁港 

広島湾奥の河口域に立地する。港内に干潟やカキの加工施設がある。防波堤にはクロ

メが分布していた。 
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・沖浦漁港 

安芸灘の水道部に立地するし、河川の流入はない。通水孔の防波堤があり、港内でマ

ダイの中間育成を実施していた。 

・明石漁港 

安芸灘の水道部に立地し、河川の流入はない。防波堤の捨石部にはホンダワラ類が繁

茂していた。 

・伊田漁港 

土佐湾の枝湾内に立地し、河川の流入がある。磯焼けがみられた。 

・田野浦漁港 

土佐湾の枝湾内に立地し、河川の流入はない。防波堤にはクロメ、カジメ、ホンダワ

ラが分布していた。 

・矢玉漁港 

外洋に立地し、河川の流入がある。防波堤にはホンダワラ類、クロメが出現分布して

いた。  

・獅子漁港 

外洋に立地し、河川の流入がある。磯焼けが進行していた。 
 

 
図 V.1.2 調査対象漁港の立地 
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表 V.1.3 調査対象漁港の立地条件 

 
 

(4)解析内容  

  ①漁港の物理・化学特性 

各調査項目に対応した調査結果と生物の生息環境の観点から整理し、漁港水域の

特徴をとりまとめた。 

  ②漁港の生物特性 

   各調査項目に対応した調査結果と漁港水域での出現状況を比較し、漁港水域の特

徴をとりまとめた。 

  ③漁港の水域区分 

   ア）海区別の関係性 

春季の港外の水質（水温、クロロフィル a、T-N、T-P、DIN、DIP）と底質（COD、T-S）

のデータでクラスター解析を行った。クラスター化はウォード法（地点間の偏差平方

和が最小になるように評価）を用いた。地点間の測度は標準化ユークリッド距離を求

めた。 

   イ）漁港内の水域区分 

太平洋中区、日本海西区、日本海北区の各漁港について、水深・水質（水温、ク

ロロフィル a、T-N、T-P、DIN、DIP）・底質（COD、T-S）のデータを用いて水域の

類型化を行った。クラスター解析は上記と同様の方法で行った。 

ウ）漁港の水域区分栄養階級と閉鎖度によるタイプ分け 

横軸を閉鎖度、縦軸を栄養階級（水質：T-N、T-P、底質：COD、硫化物）の幾何

平均として調査対象漁港の港外、港口、港奥との関係を示した。 

  

海域条件

海域属性 汚濁負荷
漁船総数

（隻）

属地陸揚量

（トン）
河川の流入

最大水深

（ｍ）

泊地面積

（ｍ
2
）

水深縦横比 特記事項

日本海北区 一本木 1種 青森
41°13.430′

133°04.277′
外洋 小 204 128 港外東側 13.1 23,800 1：20：12

・港内港外の防波堤沿いにコンブ、ホ

ンダワラ類が着生。

日本海北区 鰺ヶ沢 3種 青森
40°47.123′

140°13.031′
外洋 中 159 1,252 港外東側 15.6 261,300 1：54：31

・漁港内に排水口（無処理）がある。

日本海西区 浜田 3種 島根
34°53.853′

132°03.359′
外洋 小 184 22,274 港奥南側 15.7 707,000 1：100：123

・防波堤にはクロメ、ホンダワラ類が着

生

日本海西区 唐鐘 2種 島根
34°56.430′

132°06.407′
外洋 中 65 105 港外西側 3.7 31,500 1：80：48

・港奥及び港口水域において、砂によ

る埋没が防波堤沿いにみられる。

・港内にアマモ場が分布

太平洋中区 錦 3種 三重
34°12.593′

136°23.453′
外湾 中 198 3,453

港奥と港口の境

界付近
14.4 239,000 1：100：90

・港内にホンダワラ類着生

・港内で給仕養殖をかつて実施

・漁港施設周辺でイセエビやタコ漁

太平洋中区 海野浦 1種 三重
34°10.858′

136°19.470′
外湾 小 107 320

漁港東西

に排水口
16.4 14,000 1：70：50

・港外側に養殖筏を利用した釣堀あり

・漁港施設周辺でイセエビや刺網漁

瀬戸内海区 玖波 2種 広島
34°15.451′

132°14.125′
内湾 大 50 2,910 港外西側 7 65,000 1：83：41

・沖防波堤の基部は透過堤となってお

り、港内に干潟が存在する。

・防波堤にはクロメが着生

瀬戸内海区 沖浦 2種 広島
34°12.697′

132°53.858′

内湾

水道部
小 なし 16 36,000 1：25：23

・防波堤は透過堤となっている。

・マダイ稚魚の港内飼育が行われてい

る。

瀬戸内海区 明石 2種 広島
34°12.360′

132°52.633′

内湾

水道部
小 なし 10 15,000 1：44：44

・港奥は浅く、干潟、アマモ場が分布。

・基礎捨石に濃密なホンダワラ類が分

布

太平洋南区 伊田 1種 高知
33°02.145′

133°04.277′
外湾 小 55 196 港外北側 6 24,000 1：75：30

・磯焼け進行。

太平洋南区 田野浦 2種 高知
33°00.244′

133°00.625′
外湾 小 67 67 なし 7 94,000 1：111：33

・沖防波堤の内外にクロメ・カジメ、ホ

ンダワラ類が分布

東シナ海区 矢玉 2種 山口
34°16.160′

130°53.266′
外洋 小 111 197 港奥 12 41,000 1：23：17

・ホンダワラ類、クロメを構成種とする

施設藻場が形成されている。

東シナ海区 獅子 1種 長崎
33°18.264′

129°26.133′
外洋 小 37 402

港奥と港央の境

界付近
10 76,000 1：44：21

・港奥は旧港の防波堤で仕切られてい

る。

・磯焼け進行。

注）漁船総数、属地陸揚量はH21年漁港港勢調査による。

40 35

海区
漁港

名

漁港

種別
県

緯度

経度

立地条件
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  ④漁港の生態系構造 

生態系構造に用いる餌料階級は、基礎生産者を植物プランクトン・海藻、一次消

費者を動物プランクトン・底生動物・付着動物・葉上動物、二次消費者を全長 10cm

未満の稚魚や小型魚類、三次消費者を全長 10cm 以上の肉食性魚類とした。 

また、貝類の重量に関しては、全重量から殻重量を除いた身肉の重量を用いるた

め、既存の知見 1),2)より、アサリは 0.44、サルボウは 0.49、フジツボは 0.0694 の

換算係数を用いて求めた。 

各水域における生物毎の現存量は、調査によって得られた生息密度に水域（面）

もしくは岸線距離を観測値に乗じることにより求めた。 

   

［基礎生産者] 

植物プランクトン：多項目水質計により計測したクロロフィルａ値（μg/L）。 

海藻：坪刈りにより採取した海藻類の種毎の湿重量(g/ｍ2)。 

［一次消費者］ 

動物プランクトン：プランクトンネットの鉛直曳により得られた単位体積当たり

の個体数(個体/m3) 

底生動物：グラブ式採泥器により採取した底生動物の種毎の湿重量(g/ｍ2) 

付着動物：基質に付着した生物をはぎ取り採取した種毎の湿重量(g/ｍ2) 

葉上動物：海藻と同時に採取した葉上動物の種毎の湿重量(g/ｍ2) 

［二次・三次消費者］ 

魚類：目視観測により確認された魚類の全長と個体数を既存資料（表 2、表 3）や

漁獲調査から得られた魚類の全長－体重曲線を用いて換算した。（湿重量；

g） 

[炭素量への換算] 

植物プランクトンには、クロロフィル aの観測値(μg/L)を鉛直積分したクロロフ

ィル量(mg/m2)の値を用い、炭素量への換算係数は C(炭素重量)/Chl-a(クロロフィ

ル a重量)=46 を用いた。 

海藻は表 4、動物プランクトンは表 5、底生動物・付着動物・葉上動物は表 6を用

いた。魚類は、既往の知見 3)からメバルの炭素量／湿重量＝0.08 をすべての魚種に

用いた。 

表 V.1.4 魚種の全長(TL)-体重(g)換算式と係数(1) 
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表 V.1.5 魚種の全長(TL)-体重(g)換算式と係数(2) 

 
 

表 V.1.6 湿重量から炭素量への換算係数（海藻） 

 
 

表 V.1.7 個体数から炭素量への換算係数（動物プランクトン） 

 
 
  

種名 b 備考

アカエイ 4.605 ×10-5 3.029 文献2)

ウチワザメ 2.322 ×10-2 2.688 web釣り情報3),4)

ドチザメ 1.318 ×10-3 3.26 漁獲データより

ゴンズイ 2.306 ×10-1 1.84 〃

カサゴ 1.311 ×10-2 3.08 〃

メバル（10cm以上） 6.840 ×10-4 4.04 〃

イサキ 1.040 ×10-2 3.14 文献5)尾叉長

ウミタナゴ 1.290 ×10-4 4.53 漁獲データより

トゲチョウチョウウオ 2.900 ×10-2 3.19 〃

ハタタテダイ 2.900 ×10-2 3.19 〃

ササノハベラ 7.574 ×10-3 3.24 〃

ホシササノハベラ 7.574 ×10-3 3.24 〃

ベラ科 7.574 ×10-3 3.24 〃

ホンベラ 7.574 ×10-3 3.24 〃

メジナ（10cm以上） 1.150 ×10-2 3.15 〃

メジナ（10cm未満） 1.150 ×10-2 3.15 〃

ウシノシタ科 2.436 ×10-4 3.96 〃

クロウシノシタ 2.436 ×10-4 3.96 〃

アミメハギ 4.795 ×10-2 2.63 〃

カワハギ 9.190 ×10-3 3.21 〃

クサフグ 3.393 ×10-3 2.92 〃

換算式： BW：体重（g），TL：全長(cm)

a

bTLaBW 

種 名 乾重量/湿重量 炭素量/乾重量

ワカメ Undaria pinnatifida 0.14 0.34

クロメ Ecklonia kurome 0.12 0.46

ホンダワラ Sargassum fulvellum 0.25 0.37

ヒジキ Hizikia fusiformis 0.20 0.34

アカモク Sargassum horneri 0.13 0.31

ノコギリモク Sargassum serratifolium 0.10 0.31

アマモ Zostera marina 0.14 0.32

動物分類群名 乾重量/個体 炭素量/乾重量

（μg/個体）(mg/m
2
)/(mg/m

2
)

環形動物門 多毛綱 Polychaeta 29.1 0.35

節足動物門 ミジンコ目 Cladocera 4.1 0.38

カイアシ目 Copepoda 22.7 0.43

甲殻綱 Other Crustacea 119.0 0.33

脊索動物門 オタマボヤ Appendicularia 1.9 0.39

タリア綱 Thaliacea 30.8 0.30

禍鞭毛動物門 ヤコウチュウ属 Noctiluca 0.7 0.36

刺胞動物門 ヒドロ虫綱 Hydrozoa 146.0 0.49

毛顎動物門 現生矢中綱 Sagittoidea 190.0 0.40
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表 V.1.8 湿重量から炭素量への換算係数（底生生物・付着動物・葉上動物） 

 
 

  ⑤漁港の生物現存量の原単位化 

春・夏の平均現存量を単位面積当たりで算出した、各属性データに対応する分布

面積を、漁港面積で割り戻して原単位化した。 

  ⑥漁港の特性 

   漁港の特性についてとりまとめを行った。 

  ⑦漁港の改良方策 

   漁港の改良方策についてとりまとめを行った。 
 
Ｖ.２ 環境を重視した評価手法の開発 

水産環境整備では、「環境基盤の重視」、「点から空間へ」、「資源や環境の変動への対

応」を 3 本柱とし、対象魚種の漁獲増加から、生態系全体の生産力の底上げへの転換を

めざしている。このため、物質循環の正常化によって生態系を本来あるべき姿（豊かな

海を目指す）へ修復、維持または拡大していくことを目標としている。 

これらの理念を具現化するために、海域全体のマスタープランを作成し、水産生物の

動態や生活史に対応した良好な生息環境空間を創出する整備を行う。一方で、これらの

評価については、生態系ピラミッドに着目した評価が提案されており、「水産環境整備

推進技術開発調査」を通じて、比較的データの得られやすい漁港水域をモデルに、3カ

年の調査を通じて取得したデータを用いて環境を重視した評価手法の考え方及び今後

の課題についてとりまとめを行った。 

 

(1)検討対象とする評価領域 

水産環境整備は一定の海域範囲における「生態系全体の生産力の底上げ」を目標とし

ており、個別事業が有機的に連携し、その空間の包括的な改善・修復・創出がなされる

ように計画され（マスタープランの策定）、当該計画に基づいて整備が行われる（図

V.2.1）。このような事業の枠組みの下で、以下に示す課題に対する検討が必要となる。 

 

①検討課題１：環境を重視した経済評価手法の検討（生態系ピラミッドに着目した評

価） 

漁場整備が環境基盤として発揮している生態系サービスの向上効果全体を対象と

した経済評価の考え方や事業評価における費用便益分析への活用も視野に入れた

評価手法の検討が必要 

②検討課題２：水産環境整備マスタープランの最適化に資する効果の予測・確認手法

の検討（HEP※の評価領域） 

マスタープランの策定段階において計画全体の最適化を図り、整備期間中の修正

変更の検討にも資する効果の予測・確認手法の検討が必要 

動物分類群 降灰分乾重量/湿重量 炭素量/乾重量

(mg/m2)/(mg/m2)
多毛類 0.15 0.4

軟体類：中型 0.05 0.4

軟体類：小型 0.08 0.4

甲殻類 0.16 0.4

棘皮類：ナマコ除く 0.04 0.4

棘皮類：ナマコ類 0.17 0.4

その他 0.17 0.4

注）軟体類は湿重量0.02g以下を小型，それ以外を中型とした．
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※Ｈａｂｉｔａｔ Ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ（ハビタット評価手続き）の略で、野生

生物の生育・生息環境としての適否という視点から生態系を総合的に評価する手続き 

（参考）：水産環境整備への国民的な理解の醸成に資する効果の把握と情報発信（環

境基盤の評価領域） 

水産環境整備の国民的な理解の醸成に活用すべく、新たな環境基盤の形成状況の把握

と情報発信が必要 

 

 
図 V.2.1 水産環境整備による整備イメージと検討対象 

 

Ｖ.３ ＰＤＣＡサイクル推進マニュアル 

水産環境整備の事業の実施に際しては、水産資源を取り巻く環境要因の変動性に柔軟

に対応するため、整備効果に応じて事業の規模や進め方を改善するためにＰＤＣＡサイ

クル（図 V.3.1）を機能させる必要があり、そのために必要なモニタリング体制の整備

を行う必要がある。 

このため、本業務では水産生物の生活史の把握や環境モニタリングの充実、順応的な

管理手法の導入による漁場整備の展開を図ることを目的としたＰＤＣＡサイクル推進

のためのマニュアル（案）を作成する。 

 
図 V.3.1 計画策定とＰＤＣＡサイクルの流れ 
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Ｖ.４ 広域連携の事業化スキームの研究開発 

水産生物は広域を回遊するものや、成長段階によって生息域を変えるものなど多様な

生態をもっており、これらの資源回復、漁場整備においては、生物の生活史に着目した

生息場のネットワークの視点からの取り組みが必要である。そのためには、従来の行政

の枠組みを越えた広域的な海域管理が必要であり、国および複数県が連携して事業を進

めるための仕組みづくりも課題となっている。 

本業務では、平成 23 年度より実施している「播磨灘地区水産環境整備」を先進事例

として、広域連携による漁場整備の候補地区を 2地区程度選定し、全体計画（マスター

プラン）および各県の事業内容に係る情報を収集整理するとともに、事業化スキームを

検討する。 

また、事業実施後の評価、資源・環境変動への柔軟な対応、管理を図っていくための

効果的なモニタリング手法を開発する。 
 

Ｖ.５ 検討委員会の開催 

本業務の実施にあたっては、検討課題が異なることから１. 漁港の水産増殖機能の技

術開発、２. 環境を重視した評価手法の開発、３．ＰＤＣＡサイクル推進マニュアル及

び４. 広域連携の事業化スキームの研究開発について、２つの検討委員会を設置した。

いずれも、（一財）漁港漁場漁村総合研究所が事務局となり、専門分野の知見を有する

学識経験者を委員とする調査検討委員会を設け、指導を仰ぎながら実施した。 

 

(1)検討課題１：漁港の水産増殖機能の技術開発 

   検討課題２：環境を重視した評価手法の開発 

   検討課題３：ＰＤＣＡサイクル推進マニュアル  

 

  水産環境整備を推進する観点から、平成 22 年に引き続き、専門分野の知見を有す

る学識経験者を委員とし、水産庁をオブザーバーとする「水産環境整備推進技術開発検

討委員会」を年２回（平成 24 年 9 月、平成 25 年 2 月）開催した。 

 

 

表 V.5.1 検討委員 

区分 氏  名 所  属 役  職 

委員長 

委員 

委員 

委員 

委員 

 

委員 

委員 

安永 義暢 

鈴木 伸洋 

藤原 建紀 

今林 博道 

桑原 久美 

 

瀬戸 雅文 

吉田謙太郎 

（元）日本海区水産研究所 所長 

東海大学海洋学部水産学科 

京都大学大学院農学研究科 

広島大学大学院生物圏科学研究科 

（独）水産総合研究センター 

水産工学研究所 

福井県立大学海洋生物資源学部 

長崎大学環境科学部 

 

教授 

教授 

教授 

グループ長 

 

教授 

教授 

 

(2)検討課題４：広域連携の事業化スキームの研究開発 

水産環境整備を推進する候補地区において、関係県が連携した水産環境整備マスター

プランの作成に向けた取り組みを支援しつつ、技術的課題を洗い出すため、（一財）漁

港漁場漁村総合研究所が事務局として関係県の担当者を招集し、情報共有及び意見交換

を行う「行政連絡会議」を年 2 回（平成 24 年８月、平成 25 年 1,3 月）開催した。 

会議の構成員としては、主として関係都道府県担当者（行政、試験場等）、水産庁と
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した。事務局は、会議日程の調整、会議の議題等を提示するなど総合調整を行った。 

 

表 V.5.2 本州日本海北部 連絡会議構成委員 

区分 氏  名 所  属 役  職 

関係県 

 
桐原 慎二 

 

吉田 雅範 

菊谷 尚久 

 

三浦 信昭 

山田 潤一 

大井 明彦 

鈴木 裕之 

平野 央 

青森県農林水産部漁港漁場整備課 

企画・振興グループ 

〃 

地方独立行政法人青森県産業技術センター

水産総合研究所 

秋田県農林水産部水産漁港課 

秋田県水産振興センター 

山形県農林水産部生産技術課水産室 

山形県庄内総合支庁産業経済部水産課 

山形県水産試験場 

総括主幹 

 

主査 

資源増殖部長 

資源部長 

副主幹 

資源部長 

室長補佐 

課長補佐 

浅海増殖部長 

 

表 V.5.3 伊予灘 連絡会議構成委員 

区分 氏  名 所  属 役  職 

関係県 

 
加藤 利弘 

 

松岡 学 

 

高田 茂弘 

馬場 俊典 

尾上 静正 

畔地 和久 

愛媛県農林水産部水産局水産課 

振興開発係 

愛媛県農林水産研究所水産研究センター 

栽培資源研究所浅海調査室 

山口県農林水産部漁港漁場整備課計画班 

山口県水産研究センター内海研究部 

大分県農林水産部水産振興課漁場整備班 

農林水産研究指導センター水産研究部 

浅海・内水面グループ 

振興開発係長 

 

室長 

 

主査 

グループリーダ

課長補佐 

主任研究員 
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Ⅵ 調査結果及び考察 

Ⅵ.１ 漁港の水産増殖機能の技術開発 

Ⅵ.1.1 物理化学環境 

現地調査によって得られた漁港の物理化学環境の結果を示す。 
(1)水深と海水交換状況 
図Ⅵ.1.1 に示すとおり、最大水深は概ね 15ｍ以浅。港内に干潟がある漁港を除き、

最少水深は 4ｍ程度であった。 

図Ⅵ.1.2 に示す海水交換率は、泊地面積×潮位差／満潮時漁港容積で流出率を算出

した。 

この計算方法の問題点は、海水交流量は算定できるが、実際の交換量については求めら

れないことであり、今後の課題とする。 

 

 
 

図Ⅵ.1.1 漁港の水深 
注）グラフは、最小水深から最大水深の幅を表す。 

 

 
 
 

図Ⅵ.1.2 海水交換状況 
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(2)閉鎖度  

内湾度指数（横山、2002）を漁港に応用して算出した（図Ⅵ.1.3）。瀬戸内海は静穏

度が高いため、計算値を 10 倍した。計算値は便宜的に海水交換の指標として使用した。 

閉鎖性が高い漁港は玖波漁港、唐鐘漁港、鰺ヶ沢漁港、一本木漁港であった。 

閉鎖性が低い漁港は海野浦漁港、浜田漁港であった。 

 
 

 
 

図Ⅵ.1.3 閉鎖度 
注）縦軸は対数表示。 

 

 (3)水温・塩分 

水温の調査結果を図Ⅵ.1.4 に、塩分の調査結果を図Ⅵ.1.5 に示す。グラフはいずれ

も春季と夏季の幅を表す。 

水温は、東シナ海区、太平洋中区、太平洋南区の漁港で変動が少なかった。瀬戸内海

区、日本海北区は変動が大きかった。瀬戸内海区については、春季調査が４月と地区よ

り１ヶ月早いこと、日本海北区は地理的条件による影響が考えられる。 

塩分は、日本海西区で、相対的に低く、河川の流入する漁港では変動が大きいことが

示された。 
 

 
   

図Ⅵ.1.4 水温 
注）春季と夏季の幅を表す。 
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図Ⅵ.1.5 塩分 
注）春季と夏季の幅を表す。 

 

(4)透明度 

透明度の調査結果を図Ⅵ.1.6 に示す。 

 港内は着底が多いが、概ね 5ｍ以上の透明度であった。透明度が最も悪いのは唐鐘漁

港の港奥であった。 

 

 
 

 
図Ⅵ.1.6 透明度 

注 1）春季と夏季の幅を表す。 

注 2）＊は測定結果が着底であったことを表す。 
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(5)DO 

夏季底層の DO の調査結果を図Ⅵ.1.7 に示す。全漁港で水産用水基準を満たすことか

ら、溶存酸素量からは、周年魚介類の生息可能な水域と判断される。 
 

 
 

図Ⅵ.1.7 DO（夏季底層） 

 

 (6)栄養塩 

T-N・T-P の関係と水平分布図を図Ⅵ.1.8 と図Ⅵ.1.9 に示す。 

全漁港で水産 2種の範囲内であった。港内は港外に比べて栄養塩濃度が高く、概ねレ

ッドフィールド比の範囲内であった。 

T-N が高い漁港は、いずれも港内で、玖波漁港、浜田漁港、鰺ヶ沢漁港、錦漁港であ

った。T-P が高い漁港は、いずれも港内で、浜田漁港、玖波漁港、田野浦漁港であった。 

 DIN・DIP の関係と水平分布図を図Ⅵ.1.10 と図Ⅵ.1.11 に示す。 

DIN・DIP は、港外、港内いずれにおいても大型海藻に必要な栄養塩濃度を満たした。

港内は港外に比べて濃度が高くなった。DIN・DIP 比は玖波漁港の港奥を除き、概ね窒

素律速であった。 

DIN が高い漁港は、いずれも港内で、浜田漁港・鰺ヶ沢漁港・一本木漁港・伊田漁港・

田野浦漁港であった。DIP が高い漁港は、いずれも港内で、玖波漁港・浜田漁港・唐鐘

漁港であった。 
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図Ⅵ.1.8 T-N と T-P（春季・夏季平均）の関係 

 
注）破線はレッドフィールド比（N:T=7.2:1;重量比）。 
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図Ⅵ.1.9 T-N,T-P の水平分布 
注)図中の数値は各地点の値(mg/L)を表す｡ 
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図Ⅵ.1.10 DIN と DIP（春季・夏季平均）の関係 

 

 
注 1）破線はレッドフィールド比（N:T=7.2:1;重量比）。 
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図Ⅵ.1.11 DIN,DIP の水平分布 
注)図中の数値は各地点の値(mg/L)を表す｡ 
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(7)底質（夏季） 

底質の COD と硫化物の関係を図Ⅵ.1.12 に示す。 

水産用水基準を上回る漁港は、錦漁港・田野浦漁港・鰺ヶ沢漁港・玖波漁港で、それ

以外は基準を満たした。 
 
 

港奥          港口 

 
 

 
 

図Ⅵ.1.12 底質の環境(夏季 CODsed･硫化物) 
注）赤色の線は水産用水基準 

 
 

Ⅵ.1.2 生物環境 

現地調査によって得られた漁港の生物環境の結果を示す。 
(1)植物プランクトンと動物プランクトン 
植物プランクトンと動物プランクトンの現存量と水平分布を図Ⅵ.1.13 と図

Ⅵ.1.15 に示す。現存量は瀬戸内海区の漁港を除き、概ね港内が港外よりも多かった

（図Ⅵ.1.14）。 

植物プランクトンはいずれも港内で、錦漁港・鰺ヶ沢漁港・海野浦漁港の順に多く

なっていた。 

動物プランクトンはいずれも港内で、獅子漁港・田野浦漁港・浜田漁港の順に多く

なっていた。 

植物プランクトンと動物プランクトンの比は漁港によって異なり、動物プランクト

ンが植物ランクトンより多い漁港もあった。 
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図Ⅵ.1.13 植物プランクトンと動物プランクトンの分布（春季・夏季平均） 
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図Ⅵ.1.14 植物プランクトンと動物プランクトンの水域毎の現存量変化 
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図Ⅵ.1.15 植物プランクトン, 動物プランクトンの水平分布 
注)図中の数値は各地点の値を表す｡ 

植物プランクトン（千細胞/L） 動物プランクトン（千個体/L） 
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(2)海藻の現存量と組成比 

春季の海藻の現存量と組成比の関係を図Ⅵ.1.16 に、漁港の閉鎖度と現存量の関係

を図Ⅵ.1.17 に示す。 

伊田漁港と獅子漁港では磯焼けがみられた。 

アマモは、唐鐘漁港の港内に出現した。砂泥底であることや、海藻に比べて静穏度

の高いことが条件と推察される。 

コンブは一本木漁港に分布し、港外で優占していた。 

ホンダワラ類は、伊田漁港・錦漁港・明石漁港・一本木漁港で出現した。港外で多

いが、明石漁港のみ港奥にも分布していた。 

アラメ・カジメ・クロメは獅子漁港、田野浦漁港・海野浦漁港・玖波漁港・浜田漁

港・唐鐘漁港で出現し、港外と港口を中心に分布していた。 

 
図Ⅵ.1.16 海藻の現存量と組成比（春季） 

 
開放         閉鎖 開放        閉鎖  開放      閉鎖 
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図Ⅵ.1.17 海藻の水域毎の現存量変化（春季） 
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(3)底生動物・付着動物・葉上動物 

底生動物・付着動物・葉上動物の現存量の春季・夏季平均値を、図Ⅵ.1.18 に示す。

図の値は、魚類の餌料性の観点から、餌料価値の乏しい分類群（海綿、ホヤ、苔虫、

カキ類）を削除して集計した。 

現存量は、付着動物、葉上動物、底生動物の順に多かった。 

付着動物、葉上動物は、港外、港口、港奥で一定の傾向がみられなかった。底生動

物は、COD が高い漁港内が港外と比べて多くなっていた（図Ⅵ.1.19）。 
 

 
 

図Ⅵ.1.18 底生動物・付着動物・葉上動物の現存量（春季・夏季平均） 
注）付着動物、葉上動物は、餌料価値の乏しい海綿類、ホヤ類、苔虫類、大型貝類(カキ類）を除外した値。 
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図Ⅵ.1.19 底生動物と COD の比較 
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(4)漁港と対照区の比較 

漁港水域と同一水深帯の対照区を比較した結果を図Ⅵ.1.20 に示す。 

動物プランクトンは漁港水域で多かった。植物プランクトン、底生動物も概ね漁港

水域で多かった。 
 

 
 

 
 

図Ⅵ.1.20 漁港水域と対照区の現存量比較 
注）対象区の値が漁港水域の値より高い場所を赤色の枠で囲った。 
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Ⅵ.1.3 漁港の水域区分 

(1)海区別の関係性 

春季の港外の水質（水温、クロロフィル a、T-N、T-P、DIN、DIP）と底質（COD、T-S）

のデータでクラスター解析を行った結果を図Ⅵ.1.21 に示す。 

６海区を 2分類すると瀬戸内海区とその他に区分できた。6海区を 3 分類すると（東

シナ海と太平洋南区）、（太平洋中区、日本海北区、日本海西区）、（瀬戸内海区）に区分

できた。6海区を最も細かく分類すると各海区に区分できた。 

図Ⅵ.1.22 を参考とした 3分類の特徴として、東シナ海区・太平洋南区は栄養塩（水

質）、COD・硫化物（底質）ともに低い。太平洋中区・日本海西区・北区は栄養塩（水質）

が比較的高く、COD・硫化物（底質）が低い。瀬戸内海区は栄養塩（水質）が低く、COD・

硫化物（底質）が高い。 

これまで、瀬戸内海は「富栄養の水域」と捉えられがちであるが、今回調査した結果

では、底質については他海区よりも高い一方で、水質についてはいずれも低いことから、

水質に限っては貧栄養的な環境にあることが推察された。 

 

 

 
 

図Ⅵ.1.21 13 漁港の化学環境類似度（春季港外のデータで比較） 

 

 

 

 

 

 

水質：水温、クロロフィルａ、Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐ、ＤＩＮ、ＤＩＰ 底質：ＣＯＤ、Ｔ－Ｓ
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獅子漁港（東シナ海区）    矢玉漁港（東シナ海区）      伊田漁港（太平洋南区） 

   
田野浦漁港（太平洋南区）      錦漁港（太平洋中区）       海野浦漁港（太平洋中区） 

    
浜田漁港（日本海西区）      唐鐘漁港 （日本海西区）    鰺ヶ沢漁港（日本海北区） 

    
一本木漁港（日本海北区） 

 
玖波漁港（瀬戸内海区）        沖浦漁港（瀬戸内海区）     明石漁港（瀬戸内海区） 

    
図Ⅵ.1.22 漁港間の化学環境比較（春季港外のデータで比較） 

注）ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄは各項目の最大値を 1、最小値を 0 とした。枠線は類似度に基づくｸﾞﾙｰﾌﾟ 
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 (2)漁港内の水域区分 

太平洋中区、日本海西区、日本海北区の各漁港について、水深・水質（水温、クロロ

フィル a、T-N、T-P、DIN、DIP）・底質（COD、T-S）のデータを用いて水域の類型化を

行った結果を図Ⅵ.1.23 に示す。 

漁港内はいずれも港外、港口、港奥の 3水域に区分された。浜田漁港のように、泊地

面積の大きい漁港では港内がさらに区分された。 
 
 
 

 
海野浦 5月               海野浦 9月 

 
 

図Ⅵ.1.23(1) 海野浦漁港の水域区分 
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  浜田 5月               浜田 9月 

 
 
 
 

図Ⅵ.1.23(2) 浜田漁港の水域区分 
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 (3)漁港の水域区分栄養階級と閉鎖度によるタイプ分け 

漁港の水域区分栄養階級と形状によるタイプ分けを図Ⅵ.1.24に示す。横軸を閉鎖度、

縦軸を栄養階級（水質：T-N、T-P、底質：COD、硫化物）の幾何平均とした。 

港外から港奥に向かうに従って、閉鎖度が強くなり栄養階級の値も大きくなる。港外

から港奥までの数100ｍの間に環境勾配が急激に変化する漁港水域の特性が影響してい

ることが示唆された。 

 

開放        閉鎖度       閉鎖 

 

 
図Ⅵ.1.24 漁港の水域区分栄養階級と閉鎖度によるタイプ分け 

注）各漁港は、青が港外、緑が港口、赤が港奥となっている。 
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Ⅵ.1.4 生態系構造 

炭素含有量を指標とした生態系ピラミッドと、その水平分布を図Ⅵ.1.25 に示す。 

正常な物質循環の指標である三角形型の漁港は、浜田漁港・唐鐘漁港・錦漁港の港外、

浜田漁港の港口でみられたが、少なかった。  

多くの漁港は閉鎖度が強まるに従って一次消費者が突出して多くなり、二次・三次消

費者に転送されない状態、すなわち餌料過多状態であった。また、 

また、トップダウン型の生態系構造が一本木漁港・明石漁港・玖波漁港の港外でみら

れた。 

 

 

 
 

図Ⅵ.1.25 炭素含有量を指標とした漁港における栄養階級別生息密度（漁港間の比較） 

 

  

港
口 

港
外 

港
奥 
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Ⅵ.1.5 漁港の生物現存量の推定 

(1)漁港の調査結果の原単位化 

春・夏の平均現存量を単位面積当たりで算出した、各属性データに対応する分布面積

を、漁港面積で割り戻して原単位化した（図Ⅵ.1.26）。 

この結果に漁港の水面面積を乗じることにより現存量の推定が可能である。生物現存

量の合計は、瀬戸内海区が高くなっていた。内訳をみると海藻、付着動物、底生動物、

葉上動物が他の海区に比べて多いという特徴がある。 

重量ベースでは、付着動物、葉上動物、海藻の組成比が高かった。 

 

 
図Ⅵ.1.26 漁港の単位面積あたりの平均現存量（春・夏湿重量ベース） 

 
(2)日本海北区の生物現存量の推定 

原単位に基づいて、日本海北区の生物現存量を推定した結果を図Ⅵ.1.27 に示す。 

外郭施設から 200ｍの範囲を漁港水域とし、県別に 1 種～4種漁港について 2～4漁港

を無作為抽出して平均面積をもとめ、漁港数を乗じて水面面積を算出した。 

最少は山形県の 2,400t から、最大は新潟県の 10,400ｔとなった。 

 
 
 

図Ⅵ.1.27 日本海北区の生物現存量の推定 
注）原単位は便宜的に H24 年度の鰺ヶ沢、一本木漁港調査で得られた結果を平均した値を使用した。 
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Ⅵ.1.6 漁港の特性 

 漁港は、漁船の休憩、準備、陸揚げ利用等に資する漁業根拠地として沿岸の地形を改

変して人工的に整備された場所である。魚介類等の生息場として漁港の特性を以下の観

点から整理した。 

(1)漁港の物理・化学的特性 

①浅海域（概ね 15ｍ以浅）に立地→藻場や干潟等の生産性の高い水深帯を包含 

②漁港施設の設置自体に伴う着底基質の提供 

③高い静穏度 

④背後漁港施設や流入河川、底泥からの溶出等による栄養塩の供給と③に伴う堆積に

より富栄養的な環境 

⑤急激な環境勾配（水深、波高、静穏度等）→天然の内湾の数キロの変化が僅か数百

メートルでおこる空間 

 

(2)漁港の生物的特性 

 漁港の物理・化学環境の影響により、生物分布は沿岸域に立地しながら、特徴的な傾

向が認められる。 

 ①植物プランクトン・動物プランクトンの現存量は漁港内が高い 

 ②底生動物においても、汚濁負荷の少ない多くの漁港で漁港内が漁港外よりも生物現

存量が高い 

 ③付着動物は、構造物が付着基盤となり、港外・港内ともに現存量が多い 

 ④大型海藻は、アマモ類を除いて、波当たりの強い港外や港口に出現。構造物の垂直

面が多く、海藻の着生しやすい基盤は少ないため、出現量はそれほど多くない 

 ⑤漁港の生態系構造をみると、一次生産から高次消費者までバランスのとれたものは、

ごく僅かであり、多くの漁港では、静穏度が高まる港内になるほど、基礎生産に比

べて一次消費者が多いこと、また高次消費者への転送が円滑に行われていない状態 

 

(3)漁港の水産環境上の役割 

 ①高い栄養塩を捕捉し、植物プランクトンや藻場の一次生産に寄与 

 ②海底は有機物（デトライタス等）が多く沈降しており、一次消費者（底生生物）の

生産に寄与 

 ③着底基質の提供により、一次消費者（付着動物、藻場動物）の生活の場を提供 

 ④幼稚魚の保育場（ナーサリーグラウンド）、成魚の生息場、磯根資源の生息場 

 ⑤増養殖場（魚礁機能；餌場・隠れ場・産卵場・休息場、養殖機能：稚魚放流、中間

育成場、畜養） 
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Ⅵ.1.7 漁港の改良方策 

表Ⅵ.1.1 には代表的魚介類による漁港の分類と改良利用の視点を示す。また、結果

と考察を踏まえた漁港の改良方策の実例を図Ⅵ.1.28 に示す。 

 

(1)漁港の大多数を占める一次消費者が多い場所の活用法 

 遊休化した漁港水域の利用方策としての活用方策として、豊富な餌料を活用した中間

育成・蓄養施設、種苗放流による水域利用を図る。その際に、港内のＤＯ収支や餌料環

境から収容尾数を決定して、密度管理を行う。 

 

(2)漁港の生態系構造の改変 

一次消費者から高次消費者までの転送を円滑に行い、生態系構造を三角形に近づける

ためのアプローチも必要である。 

上位種（有用魚介類）を増やすための方策として、嵩上げによる浅場の造成、藻場造

成、稚魚の着底基質（垂直面を複雑化、表面積の拡大）の造成、稚魚～未成魚の餌料（ア

ミ類、ヨコエビ類、端脚類等小型節足動物）の増大、海水交換施設の設置が考えられる。 

    

(3)ネットワーク化  

 漁港と漁場のネットワークを考慮した施設整備、環境整備を行うために、漁港を出た

後の漁場へ加入するまでの生息場・滞留場の造成を行い、生物の生活史に即したアプロ

ーチも重要である。 

沿岸域に立地する漁港から、沖合の生息場までの一連の生息場ネットワークが段階的

に構築されることにより、過剰な餌料を吸収して系外へ移送する系が確立され、物質循

環の正常化に寄与することが期待される。 
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表Ⅵ.1.1 代表的魚介類による漁港の分類と改良利用の視点 

 

代表的
魚介類

メバル
キジハタ
カサゴ

アワビ
サザエ
ウニ

イセエビ ウスメバル※ マナマコ

海区名

東シナ海区（北
部）
日本海西区
瀬戸内海区

瀬戸内海区
（水道部）

東シナ海区（北
部）
日本海西区
日本海北区

東シナ海区
太平洋南区
太平洋中区

日本海北区 瀬戸内海区

漁港名

矢玉漁港
浜田漁港
唐鐘漁港
沖浦漁港
明石漁港

沖浦漁港
明石漁港

矢玉漁港
浜田漁港
唐鐘漁港
鰺ヶ沢漁港
一本木漁港

獅子漁港
伊田漁港
田野浦漁港
錦漁港
海野浦漁港

鰺ヶ沢漁港
一本木漁港

玖波漁港
（内湾栄養型）

成長段階
稚魚～成魚 成魚 全ステージ 稚エビ～成エビ 稚魚～未成魚 稚ナマコ？～

成ナマコ

漁港の
役割

保護育成場
漁場
産卵場

漁場 保護育成場
漁場

保護育成場
漁場
産卵場

保護育成場 夏眠場
漁場

特徴

漁港施設に形成さ
れたガラモ場が稚
魚の育成場

潮流が速く、水質
清浄

捨て石の間隙が、
昼間の生息空間

低次生産者（餌
料）が豊富

餌料となる藻場
の存在

ブロックの積み
重なった多様な
環境

幼生が着底する水
域に立地
消波ブロックの間隙
はイセエビの生息
空間

ガラモ場に蝟集
一方が崖や大き
な岩で壁状になっ
ている所、岩など
で囲まれた窪み
が稚魚の生息場
所

内湾域でマナマコ
の餌（デトリタス）
が豊富

捨石の間隙が夏
眠場所

改良・利用
の

視点

・藻場造成

⇒一定の流れが
必要

（ブロック積傾斜堤
等）

・種苗放流
・海水交換

・成魚の生息空間
（捨石）の拡大

・藻場造成

⇒一定の流れが
必要

（ブロック積傾斜
堤等）

・稚エビの着底基質
（消波ブロックに小
指～親指大の孔）
・成エビの生息場の
拡大

・藻場造成

・捨石等による稚
魚の生息空間の
創出

・浮遊幼生の着底
基質（貝殻礁等）
の設置
・餌料の添加
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図Ⅵ.1.28 漁港の改良策の一例 
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Ⅵ.２ 環境を重視した評価手法の開発 

Ⅵ.2.1 環境を重視した経済評価手法の検討 

(1) 水産環境整備の評価の基本的な考え方 

①水産環境整備の理念と達成目標 

 ア）水産環境整備とは 

 水産環境整備は、「環境基盤の重視」、「点から空間へ」、「資源や環境の変動への対応」

を 3 つの柱とし、対象魚種の漁獲増加から生態系全体の生産力の底上げへの転換を目

指して海域全体のマスタープランを作成し、水産生物の動態や生活史に対応した良好

な生息環境空間を創出する整備を行うものである。 

 イ）水産環境整備の理念 

海域における生態系の生産力は、陸域からの循環も含め、生物の営みを通じて様々

な物質が一次生産から高次消費者まで停滞することなく効率よく転送され、物質が偏

在することなく満遍なく行き渡ることで向上する。 

漁業は、自然からの恵みを利用する産業であり、適度な漁獲（間引き）によって、

魚介類の世代交代促進、繁殖、成長を高めるとともに食物連鎖によって海の生物に取

り込まれた窒素、りん等の物質を陸に回収する役割も果たしており、物質循環の一部

を担うことで沿岸域の環境保全に貢献している。 

沿岸域の物質循環の輪が円滑につながり、豊かな生態系の下で生産力が維持される

ためには、農業において田畑を耕し、手入れをするように、海域でも物質の循環を正

常化させ、豊かな生態系を守り育てる取り組みが必要である。 

以上のとおり、水産環境整備が目指す「生態系全体の生産力の底上げ」とは、物質

の循環を正常化させ、豊かな海の生態系を守り育て、その結果として漁獲量の増大に

貢献することであり、このような海域をつくっていくことが水産環境整備の理念であ

る。 

 

 

図Ⅵ.2.1 水産環境整備の理念と豊かな海の模式 
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 ウ）水産環境整備の達成目標 

 水産環境整備は、海域における物質の流れを効率的に生物生産に繋げる取り組み（基

盤整備（創出・改善））を通して、水産環境を改善しながら水産資源の涵養を促す取り

組みである。従って、「環境基盤の重視」の観点からは、藻場や干潟を造成することに

より、生息環境空間の中に、窒素、りん、炭素を取り込み、水産環境を保全しながら、

生物生産を活性化することが、達成目標となる。 

また、環境基盤の整備を通して、水産生物に取り込まれた物質の一部は、漁獲によ

って海から陸に引き上げられて、我々に食の恵みを提供するとともに、海と陸の物質

循環を正常に保つためにも寄与する。従って、「点から空間へ」の観点から水産生物の

生活史に即して、餌場、隠れ場、休息場、産卵場を整備して水産生物の増殖機能を強

化して、資源の生産性を高めることも水産環境整備の達成目標に含まれる。 

すなわち、環境軸と生産軸の両面に着目した一体的な取り組みが求められる。なお、

新たに整備（創出）する環境基盤としては、藻場・干潟、増殖場、魚礁等が想定され

る。 

 

 
図Ⅵ.2.2 水産環境整備による整備と生態系全体の嵩上げのイメージ 

 

※水産環境整備は海洋生物多様性保全戦略（H23）や生物多様性国家戦略 2012-2020（H24）

の理念「海洋の生態系の健全な構造と機能を支える生物多様性1の保全及び生態系サービ

ス2の持続的利用」とも合致。 

 

②経済評価の対象領域 

 これまでの漁場整備における経済効果評価の対象領域は、直接・間接的な利用を伴

う価値（図Ⅵ.2.3 青枠）に限定され、円滑な物質の流れの一部を構成する「漁獲量」

                                                  
1 全ての生物の間に違いがあることと定義され、種間（種）の多様性、種内（遺伝子）の多様性、生態

系の多様性に分けられる。  
2 多様な生物が関わり合う生態系から人類が得ることができる恵みを生態系サービスといい、魚介類等

の食料や薬品などに使われる遺伝資源等の「供給サービス」、気候の安定や水質の浄化などの「調整サー

ビス」、海水浴等のレクリエーションや精神的な恩恵を与えるなどの「文化的サービス」及び栄養塩の循

環や光合成などの「基盤サービス」が挙げられる。  
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や「水質浄化」等、漁場整備が発揮している生態系サービスの向上効果のごく一部に

過ぎなかった。水産環境整備への転換によって、環境基盤としての機能が重視される

ようになったことから、評価対象となる効果の領域を拡大すること、すなわち、水産

環境整備によってもたらされる生態系サービスの向上効果全般（図Ⅵ.2.3 赤枠）を対

象とした評価が必要となる。 

一方、生態系は、人間が直接利用しない多様な生物も含めて構成されているもので

あり、多様な生物の営みによって物質の流れが円滑化する（すなわち、生物生産の活

性化を通じて海域の物質循環が活性化する）。 

よって、水産環境整備では、「多様な生物の増加」によってもたらされる「物質循環

の円滑化」そのものを「水産環境保全効果」として評価対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅵ.2.3 経済評価対象とする水産環境整備の効果領域 

生物生産を通じた
物質循環の円滑化

未利用生物も含めた
多様な生物の増加

水質浄化、炭素固定
海レク利用 等

基盤サービス
物質循環、基礎生産の増大、生物多様性の維持

・現代世代が将来的に利用しうるものの価値（オプション）
・将来世代の利用のために残しておくべきものの価値（遺産）
・生命が存在すること自体の価値（観念的な価値）（存在）

調整サービス
水質浄化、炭素固定

供給サービス
漁獲量の増大

水産環境整備の経済価値
（生態系全体の生産力の底上げによる経済価値）

直接的利用
価 値

存 在
価 値

遺 産
価 値

オプション
価 値

消費

間接的利用
価 値

利用価値 非利用価値

非消費

文化的サービス
海レク的利用

漁獲量

漁獲量

水質浄化
炭素固定

海レク利用等

多様な生物
の増加

物質循環の
円滑化
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③経済評価の対象とする効果 

水産環境整備によって新たな環境基盤が創出される場合を想定し、評価対象とする

効果の発現状況を整理する。 

新たに環境基盤が整備されることにより、生物の生息環境が創出され、基礎生産や

一次消費者が増大する。また、それらを利用する魚類等の高次消費者も増大し、一部

が漁獲され、食料として利用されることになる。このような一連の流れを模式的に示

すと図Ⅵ.2.4 に示すとおりとなり、効果の評価軸として以下の３つが示される。 

 

ア）漁獲量による評価 

物質循環の正常化で水産資源の涵養機能が向上し、漁獲量が増大する効果を評価対

象とする考え方である。これは、直接利用の効果を対象とするもので従来からの評価

軸と同様である。 

イ）生物生産による評価 

水産環境整備に由来して増加する基礎生産、さらに食物連鎖を通じて高次の生産の

増加へと波及する流れ（図Ⅵ.2.4 の青色矢印）を評価する。この流れは生物生産に関

わる系であり、未利用生物も含めた増加生物量で評価することが可能である。 

ウ）物質循環（水産環境保全効果）による評価 

下図の赤色矢印の流れは、生物の自然死亡後の物質の流れを示す。生物は死亡後、

分解過程で海域に低密度に分散しながら物質循環の活性化に寄与するものと評価でき

る。このように、上記イ）に加えて、死亡・分解による物質の流れも環境中へのイン

フロー3として評価する。 

 

 

図Ⅵ.2.4 物質の流れの模式 

                                                  
3自然死亡後も海域に低密度に分散しながら分解され物質循環の活性化に寄与 
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(2) 水産環境整備の経済評価手法の検討 

①環境価値の経済評価手法のレビュー 

環境価値の経済評価手法はいくつかあり、研究も進んでいる（表Ⅵ.2.1）。顕示選好

法、表明選好法に大別されるが、いずれも一長一短がある（表Ⅵ.2.2）。水産環境整備

の評価では、以下の観点から顕示選好法（市場価格法）を用いることを基本とする。  

〇調査手法によるバイアスの影響が大きいこと  

〇原単位として用いる「施設整備に由来して増加する生物量」を実測する調査技術

の信頼性が高まっていること 

 

表Ⅵ.2.1 環境価値の経済評価の手法  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：生物多様性の経済学-経済評価と制度分析、馬奈木俊介・地球環境戦略研究機関編、

P.39 栗山作成表改変  

 
  

評価
手法

顕示選好法 表明選好法

市場価格法 ﾄﾗﾍﾞﾙｺｽﾄ法 ヘドニック法 CVM ｺﾝｼﾞｮｲﾝﾄ分析

内容

環境財を市場材で置換
するときの費用をもとに
環境価値を評価

対象地までの旅行費用
をもとに環境価値を評
価

環境資源の存在が地
代や賃金に与える影響
をもとに環境価値を評
価

環境変化に対する支払
意志額をたずねること
で環境価値を評価

複数の代替案を回答者
に示して、その好ましさ
を尋ねることで環境価
値を評価

適用
範囲

利用価値

水源保全、国土保全、

水質等に限定

利用価値

レクリエーション、景観

等に限定

利用価値

地域アメニティ、大気汚

染、騒音等に限定

利用価値および
非利用価値

レクリエーション、景観、
野生生物、生物多様性、
生態系等非常に幅広
い

利用価値および
非利用価値

レクリエーション、景観、
野生生物、生物多様性、
生態系等非常に幅広
い

利点

必要な情報が少ない

置換する市場材の価格
のみ

必要な情報が少ない

置換する市場材の価格
のみ

情報入手コストが少
ない

地代、賃 金等の 市場
データから得られる

適用範囲が広い

存在価値やオプション
価値等の非利用価値も

評価可能

適用範囲が広い

存在価値やオプション
価値等の非利用価値も

評価可能

問題点

環境財に相当する市場
材が存在しない場合に
は評価できない

適用範囲がレクリエー
ションに関係するもの
に限定される

適用範囲が地域的なも
のに限定される
推定時に多重共線性
の影響を受けやすい

アンケート調査の必要
があるので情報入手コ
ストが大きい
バイアスの影響を受け
やすい

アンケート調査の必要
があるので情報入手コ
ストが大きい
バイアスの影響を受け
やすい

最新の手法のため研
究蓄積が少なく、信頼
性が不明
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表Ⅵ.2.2 環境価値の経済評価手法の特徴比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②水産環境整備の効果算定の基本的な考え方 

 

効果算定の基本的な考え方 

水産環境整備では、海域全体の包括的な改善・修復・創出を目指しているが、海域

全体の生物量全体を把握することは現在の科学水準では困難であり、生息環境全体の

定量化手法については今後の研究に委ねる。したがって、マスタープランの評価とし

ては個別施設に着目して、それらの基盤整備による効果を加算方式で行う。 

なお、個別施設が有機的に連携して機能し、水産環境整備の計画海域全体に波及す

る効果の経済評価手法については、今後の研究に委ねる。 

 

マスタープラン全体の評価における二重計上の回避 

マスタープラン全体の評価として個別施設の算定効果を合算する場合、対象施設間

での効果の二重計上を避ける必要がある。例えば、対象生物は成長段階に応じて生息

場所を変化させるため、同一生物が各場所で計測される懸念がある。また、食物連鎖

の低次から高次への物質の移動が二重に計上される懸念もある。よって、整備される

漁場関係施設の機能に応じた評価指標（対象生物）を設定する等、二重計上の回避策

を講じることに留意する。 

 

顕示選考法（市場価格法等） 表明選考法（CVM等）

基 本 的 な 評価 の
考え方

「生態系全体の生産力の嵩上げ」を①計画海域における生息種
の多様化と②生息生物量（バイオマス）の増大の相乗効果と規
定し、計画海域に整備される各種の漁場関係施設（藻場・干潟
も含む）に由来する生物の増加量（例えば、付着生物量や葉上
動物等）を評価指標として、代替財に置換。

経済価値＝整備に由来する年間増加生物量×市場価格（又は
代替財の価値）

水産環境整備によってもたらされる環境の変化（ここでは、①計
画海域における生息種の多様化と②生息生物量（バイオマス）
の増大の相乗効果）に対して、支払意志額を尋ねることで総合
的に経済価値を評価。

経済価値＝支払意志額×効果範囲の人口

水産環境整備にお
いて適用する際の
優位点

①評価指標は現地調査等で得られる実測値
主な評価指標となる増加生物量は現地調査で得られる生物

の現存量に基づいている。明確な根拠のあるデータを原単位と
して評価できる。

①評価範囲が広い
利用価値、非利用価値も含めて測定可能であり評価範囲が

広い。

水産環境整備にお
いて適用する際の
問題点・課題

①評価範囲を広げる考え方の妥当性
本来、利用価値（直接利用価値、間接利用価値）に限定され

るが、ここでは、利用されない生物も含めて良好な生態系を構
築しているものとして、利用されない生物の増加量も含めて評価
する考え方としている。

②増加生物量の考え方の妥当性
施設整備の前後による生物量の比較が実質的にはできない

ことから、整備後の生物量を増加量としてみなす考え方となる
（なお、この考え方は現状の事業評価における考え方と同じで
ある）。

③代替財の妥当性
食物連鎖の各階層の生物量に対し、置換する代替財の妥当

性について検証する必要がある（他省庁の事業評価における効
果算定額との比較も必要）。

①情報提供の仕方によるバイアス
水産環境整備によって、どのような環境変化が得られるのか

実態を把握することは困難である。したがって、支払意志額を尋
ねる際に被験者に提供可能な情報は、実測によって得られる増
加生物量に限られる。これらを被験者に提供する際の提供の仕
方によって、回答へのバイアスが大きくなる。

②経済価値を認識する効果範囲の設定
計画海域の環境変化の価値を認識する人の範囲を確定する

ことが困難であることから、効果範囲を設定するための調査が
必要となる。

③評価の信頼度
上記①、②から、評価のための調査の手法によって、大幅に

評価額が変動するものと考えられる。そのため、算出された経
済価値の対外的な信頼度に懸念が残り、事業評価という側面
からは適用が困難と考えられる。
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図Ⅵ.2.5 マスタープランの評価の考え方 

 

 

 
図Ⅵ.2.6 年間平均現存量を使用する理由 

 

③算定手法の検討 

先に示した３つの評価軸毎に算定方法を以下に示す。 

ア）漁獲量による評価（従来からの評価軸） 

「水産基盤施設整備事業の費用対効果分析のガイドライン」によれば、漁場関係事

業の便益評価は、施設整備により期待される漁獲対象種の増加漁獲量を指標とされ

ている。 

■人工魚礁 

人工魚礁の事前評価においては、その設置によって期待される増加生産量を推定

し、年間便益額＝年間増加期待量×単価－漁業経費 

の式で算定されている。 

■増殖場 

増殖場の事前評価においては、期待される餌料生物の増加量を推定し、これを最

終的な漁獲対象種の増加漁獲量に換算して、 

年間便益額＝増加餌料生物×利用率×餌料転換効率×漁獲率×単価－漁業経費 

の式で算定されている。 
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イ）生物生産による評価 

水産環境整備に由来して増加する基礎生産、さらに食物連鎖を通じて高次の生産

の増加へと波及する流れ（右図の青色矢印）を評価する。この流れは生物生産に関

わる系であり、未利用生物も含めた増加生物量で評価することが可能である。 

 

 

（算定式）Ａ×Ｂ 

Ａ.増加生物量（年間平均現存量） 

マスタープランに基づいて整備される漁場関係施設（藻場・干潟も含む）に由来

する生物の増加量（例：魚類蝟集量、付着生物量、葉上動物量、海藻類等） 

Ｂ.各生物の市場価格（類似する流通財の市場価格） 

上記 A で把握した各生物の市場価格（類似する魚種でも代替可） 

 

 

ウ）物質循環（水産環境保全効果）による評価 

水産環境整備に由来して増加する基礎生産、さらに食物連鎖を通じて高次の生産

の増加へと波及する物質の流れ（右図の青色矢印）を評価する。これに加えて、死

亡・分解による物質の流れも環境中へのインフローとして評価する。 

 

 

（算定式）Ａ×Ｂ 

Ａ：環境基盤（基礎生産、一次消費者、魚類等）へ取り込まれる窒素、リン、炭

素の年間流入量（インフロー）（なお死亡・分解による物質の流れも環境中へ

のインフローとして評価） 

Ａ＝年間平均現存量×評価対象生物の物質（Ｎ、Ｐ、Ｃ）含有比率 

 

Ｂ：物質除去量当たり年間下水道経費（ＴＮ：19,605 円/㎏・年） 

 （水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン参考資料より）  
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Ⅵ.2.2ＨＥＰによる環境評価（生態系の相対評価） 

本手法では、漁場環境の効率的な保全や修復海域の選定の判断基準と漁業者、一

般市民、政策決定者等の多様な主体が合意形成ツールとして今後の活用が望まれる。 

ＨＥＰとは、1976 年に米国において開発された生物生息地適正評価手法であり、

生物の棲みやすさの指標である SI 値を結合し、その統合値である HSI の空間分布か

ら対象生物の生息環境を評価する手法であるが、複数の対象種を同時に取り扱うこ

とや、対象種の生息に及ぼす他の生物の影響（種間競走や共生など）を評価するこ

とは困難である。また、単一種においても、成長（仔魚、稚魚、成魚などの成長段

階）に伴う適正値の変化を連続的に取り扱うことはできない。一方、事業評価が個々

の漁場関連施設毎に単一種の特定の成長段階をターゲットに計画・立案から、検証・

評価、改善のＰＤＣＡサイクルの各プロセスをＨＥＰに基づいて評価することは可

能である。 

 

表Ⅵ.2.4 ＨＥＰの特徴である４つの評価視点 

項目  内容  

主体  

質  

空間  

時間  

どんな野生生物のハビタットとして評価対象を評価しようとしているのか？  

主体にとってどのような質を有したハビタットか？  

主体にとってどれだけの広さで、どういう配置のハビタットか？  

主体にとっていつからいつまでの期間をハビタットとして利用できるのか？  

 

・対象海域における環境モデルを検討し、対象種の成長段階に着目して漁場整備の

適地のゾーニングを行う（単一種の一定の成長段階に着目した評価）。 

 ・環境指標の数量化と、漁場整備による生息適地の造成によって、事業実施前と実

施後の効果を数量化し事業の事前評価を行う。 

 ＨＥＰによる環境評価では、経済価値化による評価とは異なる手法で、海域全

体の生息環境を数量化する。従って、本手法による評価手法の適用範囲やメリ

ット、デメリットについてとりまとめを行う。 

 

(1)ケーススタディ（ＨＥＰによるメバルを対象とした造成適地の選定） 

 以下に島根県浜田漁港におけるＨＥＰによるメバルを対象とした造成適地の選定の

例を示す。評価は①～⑥の順番に進めていくこととし、⑦に結果をまとめた。 

・対象海域：島根県浜田漁港 

・対象魚種：メバル ( Sebastes inermis ) 

 

①メバルの生息を規定する環境要因の選定 

 現地調査の結果および既往の文献からメバルの生息を規定する要因を選定した。 
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表Ⅵ.2.5 メバルの生息を規定する要因 

 

 

②環境要因の水平分布 

 ＧＩＳにより、各環境要因の水平分布図を作成した。格子サイズは 50m×50m とし

た。 

 

図Ⅵ.2.7 各環境要因の水平分布図 

 

③ＳＩモデル 

 選定した環境要因ごとにＳＩモデルを作成した。 

ＳＩモデルは、ある因子が生息に全く適さない場合、ＳＩ=0 とし、対象生物の生息

に最適な場合をＳＩ=1 とし、その間を線形で補完した。 
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図Ⅵ.2.8 選定した環境要因ごとのＳＩモデル 

 

③メバルのＨＳＩの算出 

格子ごとの各環境要因のＳＩ値（棲みやすさ指数）から、対象生物（メバル）の

統合的な棲みやすさ指数（ＨＳＩ）を算出した。ＨＳＩの統合には、いずれかのＳ

Ｉが 0 であるとハビタットの質が 0 になると考え、幾何平均法（Geometric mean）

を用いた。 

 

図Ⅵ.2.9 メバルのＨＳＩ（統合的な棲みやすさ指数）の水平分布 

 

④HSI による事業実施適地の選定および海域別のメバルの生息に適さない要因分析 

 ＨＳＩモデルより、一つの SI 値が 0 であれば生息場として不適な海域となること

から、ＨＳＩ値が 0 である海域は環境修復に不適な海域と考え、ＨＳＩ＞0 の海域を

選定した。 
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図Ⅵ.2.10 ＨＳＩによる事業実施適地の選定（左）と海域別のメバルの生息に適さな

い要因分析（右） 

 

⑤事業の効果予測（仮想事業：防波堤近傍でガラモ場を造成） 

 仮想事業として防波堤近傍でガラモ場を造成した場合の効果を、ＨＳＩにより相対

的に予測することが可能となる。 

 

図Ⅵ.2.11 防波堤近傍でガラモ場を造成する前後のＨＳＩの水平分布 

 

⑥質、空間、時間を考慮した評価 

 影響予測評価年である TY（Target Year）を設定し、累積的 HU（Habitat Unit）で

ある CHU（Cumulative Habitat Unit）を算出する必要がある。以下の図はあくまでイ

メージであり、事業により失われると予測される CHU（ネットロス）や事業により得ら

れると予測される CHU（ネットゲインとは）を考慮に入れていない。 

※HSI＝1 は、全ての SI 値が最適（SI＝1）であることを示してお

り、環境修復の必要がないことから事業対象から除外する。 
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図Ⅵ.2.12 質、空間、時間を考慮した評価のイメージ 

 

 

 

⑦まとめ 

・メバルの餌料となる葉上動物はクロメに比べてホンダワラ類が高い傾向を示した。 

・メバルの HSI は主にホンダワラの密度が高い場所で高かった。 

・メバルの生息環境はホンダワラ類の SI を高くすることによって改善できることが予想さ

れた。 

・ガラモ場の造成適地は、HSI が 0 および 1 の場所を除く海域とすると港外の防波堤周辺

となった。 

・ガラモ場の造成するためには、流れやホンダワラ類の卵供給などを考慮する必要がある

と考えられる。 

 

  



 

 
 

Ⅵ.３ ＰＤＣＡサイクル推進マニュアル 

 ＰＤＣＡサイクル推進マニュアル（案）を以下に示す。 
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１．はじめに 

 ◆水産環境整備とは 

 これまでの漁場整備は、沿岸漁業生産の下支えとして一定の役割を果たしてきたが、一

方で、水産生物の動態4や生活史に対する配慮、海域が有する環境収容力5の知見及び環境

や資源の変動を踏まえた整備の柔軟性については不十分な点があり、漁場整備の考え方に

ついての抜本的な見直しが必要とされてきました。 

 水産庁では平成２２年１２月に、生態系全体の底上げを目指し、水産生物の生活史に対

応した良好な生息環境空間6を創出する整備を推進していくことを基本知念とした「水産環

境整備の推進に向けて」をとりまとめ、これに基づいて平成２３年度から「豊かな海を育

む総合対策事業」を改正しました。また、平成２４年３月に公表された「水産基本計画」

においても、「豊かな生態系を目指した水産環境の整備の推進」を目標の一つとして掲げて

おり、漁獲対象種中心の整備から、海域全体の生産力の向上を目的とした漁場整備に重点

をおいています。 

 水産環境整備では、「環境基盤の重視」及び「点から空間へ」の視点を軸に計画や制度を

見直すことや、「資源・環境変動への対応」として柔軟な整備・維持管理とそれに必要なモ

ニタリングの充実を図ることを基本方針としています。 

 

図１ 「水産環境整備の推進」概念図 

  

                                                  
4 一般的には「動く状態、変動している状態」を示すが、ここでは、水産生物の個体・個体群としての

動き、複数種で構成される群集としての動き、群集間関係の動きなど幅広く捉える視点として使用して

いる。 
5 ある大きさの空間の平均的環境条件下において、特定な種の個体群が種の保存を維持しうる最大の個

体数 
6 水産生物を中心に物質循環を含めた生息環境 
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◆水産環境整備の理念 

漁業は、自然からの恵みを利用する産

業であり 、水産物の安定的・持続的供給

を行うためには、豊かな海の生態系を守

り育てる取り組みが必要である。水産環

境整備が目指す豊かな海とは、生物の営

みを通して、様々な物質が一次生産から

高次消費者まで停滞することなく効率よ

く転送され、物質が偏在することなく満

遍なく行き渡り、それらの結果、漁獲量

の増大に貢献するような状態であり、こ

のような海をつくっていくことが水産環

境整備の理念である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 水産環境整備の理念と豊かな海の模式 
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◆水産環境整備の達成目標 

水産環境整備は、海域における物質の流れを効率的に生物生産に繋げる取り組み（基盤

整備（創出・改善））を通して、水産環境を改善しながら水産資源の涵養を促す取り組みで

ある。従って、「環境基盤の重視」の観点からは、藻場や干潟を造成することにより、生息

環境空間の中に、窒素、りん、炭素を取り込み、水産環境を保全しながら、生物生産を活

性化することが、達成目標となる。また、環境基盤の整備を通して、水産生物に取り込ま

れた物質の一部は、漁獲によって海から陸に引き上げられて、我々に食の恵みを提供する

とともに、海と陸の物質循環を正常に保つためにも寄与する。従って、「点から空間へ」の

観点から水産生物の生活史に即して、餌場、隠れ場、休息場、産卵場を整備して水産生物

の増殖機能を強化して、資源の生産性を高めることも水産環境整備の達成目標に含まれる。

すなわち、環境軸と生産軸の両面に着目した一体的な取り組みが求められる。なお、新た

に整備（創出）する環境基盤としては、藻場・干潟、増殖場、魚礁等が想定される。 

 

 
図３水産環境整備による整備イメージ    図４ 生態系全体の嵩上げのイメージ 

 

 H23 から「豊かな海を育む総合対策事業」を改正 

 漁獲対象種中心の整備から、海域全体の生産力向上を目的とした漁場整備に重点 

 生態系を本来あるべき姿への修復、維持または拡大→物質循環の正常化 

 生息場ネットワーク（habitat network）の創生 

 生態学的連続性（ecological continuities）の確保 
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◆PDCA サイクルによる事業の進め方について 

水産環境整備の概念と従来型事業との比較は表 1 に示す通りである。水産環境整備では、

「環境基盤の重視」、「点から空間へ」、「資源や環境の変動への対応」を３本柱とし、一定

の海域範囲における「生態系全体の生産力の底上げ」を目標としていることに特徴がある。 

従来、漁場整備は各事業主体が個別事業ごとに計画・実施されてきたが、水産環境整備で

は、一定の範囲（灘・湾レベル）の生息空間を対象とし、個別事業が有機的に連携し、そ

の空間の包括的な改善・修復・創出がなされるように計画、実施されることとなる。すな

わち、水産環境整備ではマスタープランを策定するとともに、具体的な事業は従来の漁場

整備事業の枠組みの中で個別に実施されている。 

 
表 1 水産環境整備の概念と従来型事業との比較 

 従来型事業  水産環境整備  

目標  対象魚種の漁獲増加量  生態系全体の生産力の底上げ  

対象範囲  点（事業の実施箇所）  空間（湾、灘など生活史全体）  

対象種  特定種（水産有用種のみ）  複数種（生態系を構成する生物全体）  

整備内容  魚礁、増殖場等の整備  生息環境空間の包括的な改善・修復・創出

評価方法  対象種の漁獲量  等  
従来型の評価に加えて、生態系ピラミッド

の他の階層に着目した評価  

実施体制  
直接の担当者を中心とする限られた組織体

制  
ＰＤＣＡサイクルの実効性の確保  
関係者等による意見交換の場の設置  

（出典：平成 22 年度第 4 回海洋・沿岸域における水産環境整備の技術検討会資料） 

 
水産環境整備では、「資源・環境変動への対応」として柔軟な整備・管理を行うことにな

っている。また、現在の知見では資源・環境の変動の予測を行うことに限界があることか

ら、本事業では、計画（Plan）→実施（Do）→検証・評価（Check）→改善（Action）と

いうＰＤＣＡサイクルに即した漁場整備を繰り返し行うことで、その海域の有する課題や

問題点を解決し、次の漁場整備に繋げることで海域全体の生産力の向上を目指している（図

５）。その際、モニタリング調査等により得られた情報や新たな知見は、事業に反映させ、

順応的な取組を行っていくことが大事である。 

なお、ＰＤＣＡサイクルの周期は、事業実施期間やモニタリングの内容・期間によって

適切に判断していく必要がある。 
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図５ 計画策定とＰＤＣＡサイクルの流れ 

 

PDCA サイクルの事業推進に適切に対応するために、今後の制度設計や研究開発が必

要であるが、実効性のある取組を行うための視点を以下に列挙する。個別事業とマス

タープランとの関係性を示した事業スキームを図６に示す。 

  

 事業の計画・実施にあたっては、仮説検証型の推進方法により、ＰＤＣＡサイク

ルによる実施体制を整える。 

 整備した生息環境空間を実験生態系のフィールドとして捉え、実証実験の場とし

て活用するためには、モニタリングが重要であり、実施体制の充実を図る。 

 多様な主体との協働も視野に入れた実施体制を整備 

 客観的で科学的な背景に基づいた合意形成ツールの開発 

 安全・安価・容易に継続できる粗放的なモニタリング手法の開発 



 

PDCA マニュアル－6－ 
 

 
図６ 水産環境整備の事業スキーム 

 

 

＜以下略＞ 

 

２．計画編（Plan） 

３．実施編（Do） 

４．検証・評価編（Check） 

５．改善編（Action） 
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Ⅵ.４ 広域連携の事業化スキームの研究開発 

Ⅵ.4.1 平成 22 年度取り組み内容 

H18～21 年に実施した水産基盤整備調査委託事業「複数県における総合的な漁場整

備手法開発調査」では、播磨灘に隣接する兵庫県、岡山県、香川県において、マコ

ガレイを中心としたカレイ類やメバル・カサゴ等を対象種とした漁場整備構想を策

定した。特に広域を移動するマコガレイを指標種として、産卵場～着底場～育成場

～漁場までの成長段階別の分布・移動を明らかにした。本業務では、これらの知見

をふまえ、播磨灘地区において 3 県の役割分担を整理し、産卵場保護、着底場整備、

夏季の滞留場整備といった整備メニューと、これらのゾーニングを示した「播磨灘

地区水産環境整備マスタープラン」を策定した（図Ⅵ.4.1）。  

 

 

図Ⅵ.4.1 播磨灘地区水産環境整備マスタープラン 
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Ⅵ.4.2 平成 23 年度取り組み内容 

青森県、秋田県、山形県に隣接する本州日本海北部海域および、愛媛県、山口県、

大分県に隣接する伊予灘海域を対象に、広域連携による漁場整備を検討するために、

（財）漁港漁場漁村技術研究所が事務局として関係県の行政担当者を招集し、情報

共有及び意見交換を行う「行政連絡会議」を年 2 回（平成 23 年 11 月、平成 24 年 2

月）開催した。会議は以下の議題で検討を行った。第 2 回の会議では、対象魚種候

補について漁獲動向や漁場整備の状況、栽培漁業や資源回復計画への取り組み等に

ついて取りまとめた。また、生態系全体の嵩上げに関する事項として、藻場の変遷

と藻場造成に対する各県の取り組みについて整理を行った。 

 

第 1 回行政連絡会議議題：（本州日本海北部、伊予灘共通） 

 ①当該海域における漁場整備、栽培漁業、資源回復計画の現状及び今後の予定 

 ②広域連携に向けた課題について 

第 2 回行政連絡会議議題：（本州日本海北部、伊予灘共通） 

①当該海域における対象魚種候補の基礎情報および藻場造成について 

②広域連携に向けた課題について 

 

Ⅵ.4.3 平成 24 年度取り組み内容 

H23 年に引き続き、水産環境整備の新規候補地区において、マスタープランを策定

するとともに、「水産環境整備」として漁場整備を実施する際のスキームを確立する

ために以下の項目について検討した。 

 

①対象種や対象範囲の設定及びマスタープラン策定妥当種の判断手法の開発 

②広域連携が想定される地区の全体計画の範囲と対象種選定手法の開発 

③事業実施後の評価、資源・環境変動への柔軟な対応、管理を図っていくため

の効果的なモニタリング手法の開発 

 

本業務では、これらの知見をふまえ、本州日本海北部地区・伊予灘地区において

対象種を抽出し、3 県の役割分担を整理し、整備メニューと、これらのゾーニングを

示すとともに、広域連携によるマスタープラン策定から事業実施までの事業化スキ

ームを提示した。 
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